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本市では、相模原市開発事業基準条例(以下「条例」という。)において、道路、公園、下水道、消防施設等

の公共施設及びごみ・資源集積場所、集会所等、自転車駐車場、自動車駐車場、防犯灯等の公益施設の整

備基準を定めています。 

 

 

項  目 内    容 

適用範囲 
(第 2 条の 2) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

開発調整課 

①都市計画法第 29 条の規定による許可を要する開発行為 

      区 域 

項 目 

線引き都市計画区域 非線引き 

都市計画区域 

都市計画区域外 

の区域 市街化区域 市街化調整区域 

建築物を建築する目

的で行う開発行為 開発事業区域 

面積が 500 

㎡以上の場合 

開発事業区域 

面積による 

除外規定無し 

開発事業区域 

面積が 1,000 ㎡

以上の場合 

開発事業区域 

面積が 10,000 ㎡ 

以上の場合 
第一種特定工作物を

建設する目的で行う

開発行為 

第二種特定工作物を

建設する目的で行う

開発行為 

開発事業区域面積が 10,000 ㎡以上の場合 

②開発事業区域の面積が 1,000 ㎡以上の建築事業 

※増築を行う場合で敷地面積の増加を伴うものにあっては、その増加する敷地面積が 1,000 ㎡以

上のもの。 

③21 戸以上の住宅の建築事業 

 ※ワンルーム形式住宅(1 戸当たりの占有面積が 25 ㎡以下のもの)にあっては、3 戸を 1 戸として計

算する。 

上記の建築事業(②又は③)のうち、仮設建築物及び自己の居住の用に供する一戸建ての住宅の建

築等を行うものは、条例の適用対象外(ただし、一の開発事業とみなす場合の基準の適用を除く。)。 

境界の明確化 
(第 3 条) 

【担当課】開発調整課 

開発事業区域及びその中に含まれる区画(敷地)を、コンクリートブロック等又は境界標によ

り境界を明確にする。 

敷地面積 
(第 5 条) 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

開発調整課 

開発事業区域内における予定建築物の敷地面積については、以下のとおり。 

開発事業区域の存する区域 敷地面積 

市街化区域 

開発事業区域の面積が 1,000 ㎡以上の場合 

 

 

全ての敷地のうち、半数以上の敷地の面積を 120 ㎡以上とし、 

残りの敷地の面積を 100 ㎡以上とする。 

開発事業区域の面積が 1,000 ㎡未満の場合 

 全ての敷地の面積を 100 ㎡以上とする。 

非線引き都市計画区域 
全ての敷地の面積を 120 ㎡以上とする。 

都市計画区域外の区域 

 ※市街化調整区域にあっては、都市計画法第 34 条に基づき定める基準による。 

公共施設等  

 道路 
(第 19 条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

道路計画課 

開発事業区域に接する道路の幅員 

開発事業区域の面積 

予定建築物等の用途に応じた幅員 

一戸建ての 

住宅 

共同住宅等 

(2 階建て以下) 

中高層 

共同住宅等 

住宅以外の 

用途 

3,000 ㎡未満 4.0ｍ以上 6.0ｍ以上(5.0ｍ以上) 

3,000 ㎡以上 6.0ｍ以上 

備考 

 1 共同住宅等とは、建築基準法第 2 条第 2 号に規定する特殊建築物のうち、共同住宅、

寄宿舎、下宿その他これらに類する用途に供する建築物及び長屋をいう。 

 2 中高層共同住宅等とは、地階を除く階数が 3 以上の共同住宅等をいう。 

 3 括弧内の幅員は、開発事業区域に接する部分について原道路中心線から 3.0ｍ以上

後退し、拡幅して整備する場合とする。 
 

相模原市開発事業基準条例の公共施設等整備基準の概要 



 

－2－ 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【担当課】 

道路計画課 

開発事業区域内の道路の幅員 

道路の延長等 

予定建築物等の用途に応じた幅員 

一戸建ての 

住宅 

共同住宅等 

(2 階建て以下) 

中高層 

共同住宅等 

住宅以外の 

用途 

70ｍ以下のもの 4.5ｍ以上 
6.0ｍ以上 

70ｍを超え 100ｍ以下のもの 5.0ｍ以上 

100ｍを超えるもの 

6.0ｍ以上 開発事業区域の面積が

3,000 ㎡以上の主要な道路 

備考 1 共同住宅等とは、建築基準法第 2 条第 2 号に規定する特殊建築物のうち、 

      共同住宅、寄宿舎、下宿その他これらに類する用途に供する建築物及び長屋をいう。 

    2 中高層共同住宅等とは、地階を除く階数が 3 以上の共同住宅等をいう。 
 

隅切りの斜辺長 

交差する道路等の幅員 4ｍ以下の場合 
4ｍを超え 

6ｍ以下の場合 
6ｍを超える場合 

4ｍ以下の場合 3ｍ 3ｍ 3ｍ 

4ｍを超え 

6ｍ以下の場合 
3ｍ 3ｍ 4ｍ 

6ｍを超える場合 3ｍ 4ｍ 5ｍ 

   ※一方以上の道路に歩道がある場合は、上記にかかわらず 3ｍ。 

転回広場 

道路の幅員 転回広場の箇所数 

6ｍ未満 袋路状の道路の延長が 35ｍを超える場合は、終端部及び 35ｍ以内ごとに 1 箇所 

6ｍ以上 袋路状の道路の終端部に 1 箇所 
 

歩道状空地 
(第 20 条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

道路計画課 

予定建築物の用途及び規模が下記に該当する場合、幅員 2ｍ以上の空地を歩道状の形態と

して整備する。(幅員 2ｍ以上の歩道がない場合) 

予定建築物の用途 予定建築物の規模 

共同住宅等 

共同住宅及び長屋 21 戸以上(地階を除く階数が 3 以上) 

共同住宅(ワンルーム形式住宅) 63戸以上(地階を除く階数が3以上) 

寄宿舎、下宿その他これらに類する用途に

供する建築物 

延べ床面積 500 ㎡を超えるもの 

(地階を除く階数が 3 以上) 

住宅以外の 

用途 

店舗、ホテル・旅館、遊戯・風俗施設、公共施

設・病院・学校及び児童福祉施設等 
延べ床面積 500 ㎡を超えるもの 

事務所、倉庫及び工場 延べ床面積 1,000 ㎡を超えるもの 

上記以外の用途のもので、日常的に多数の

人又は車両等の出入りがある建築物 
延べ床面積 1,000 ㎡を超えるもの 

※事務所、倉庫、工場にあっては、工業専用地域又は地区計画において工業系土地利用を図る地区と

して定められている地域以外の地域で計画する場合に限る。 

公園等 
(第 21 条)、 

自主管理広場 
(第 22 条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

公園課 

津久井地域環境課 

①予定建築物の用途が住宅の場合 

・開発事業区域の面積が 3,000 ㎡以上：公園の設置 

 

 

 

 

 

 

【図解】周辺に相当規模の公園が存する場合の公園の設置緩和基準 

・開発事業区域の外周から 250 メートル以内に 2,500 平方メートル以上の都市公園(特殊公園、

緩衝緑地、都市緑地、緑道及び都市林を除く。)が存する場合。(ただし、鉄道、河川、片側 

二車線以上の道路等により、当該都市公園の利用について当該開発事業区域内の利用者の通 

行の支障となる場合は、この限りでない。) 

 

 <凡例>                 

 

                                        又は 

 

 

公園の面積＝計画人口×3 ㎡  

※ただし、最小を開発事業区域の面積の 3％、最大を開発事業区域の面積の 6％とする。 

※計画人口は、計画戸数 1 戸につき 3 人として計算する。(ワンルーム形式住宅にあっては、計

画戸数 1 戸につき 1 人として計算する。) 

※周辺に相当規模の公園が存する場合の公園の設置緩和基準の内容は、下図のとおり。 

都市公園（2,500 ㎡以上） 

開発事業区域 

250ｍ 250ｍ 



 
 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

公園課 

津久井地域環境課 

・開発事業区域の面積が 3,000 ㎡未満：自主管理広場の設置(共同住宅又は長屋の場合) 

 ※ (ただし、自主管理広場の設置は、住宅の計画戸数が 21 戸以上の場合に限る。) 

 

 

 

 

 

 

 

②予定建築物等の用途が住宅以外の場合 

・開発事業区域の面積が 3,000 ㎡以上：公園等(公園、緑地又は広場)の設置 

 

 ごみ・資源集積場所 
(第 23 条)  

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

各環境事業所 

津久井クリーン 

センター 

計画戸数 ごみ・資源集積場所の面積 

10 戸未満 2 ㎡以上 

10 戸以上 20 戸未満 3 ㎡以上 

20 戸以上 25 戸未満 4 ㎡以上 

25 戸以上 50 戸未満 計画戸数×0.16 ㎡以上 

50 戸以上 100 戸未満 8＋(計画戸数－50)×0.14 ㎡以上 

100 戸以上 150 戸未満 15＋(計画戸数－100)×0.12 ㎡以上 

150 戸以上 200 戸未満 21＋(計画戸数－150)×0.10 ㎡以上 

200 戸以上 300 戸未満 26＋(計画戸数－200)×0.08 ㎡以上 

300 戸以上 34＋(計画戸数－300)×0.06 ㎡以上 

備考 ワンルーム形式住宅を含む場合のごみ・資源集積場所の面積の算定は、ワンルーム形式住宅の

計画戸数を 2 で除して得た数(その数に小数点以下の端数が生じたときは、これを切り上げる。)

にワンルーム形式住宅以外の住宅の計画戸数を加えて得た数を計画戸数として算定する。 
 

 排水施設(第 24 条) 

【担当課】 

下水道経営課 

・開発事業区域の面積が 5,000 ㎡未満：雨水浸透施設の設置 

・開発事業区域の面積が 5,000 ㎡以上：雨水調整池の設置 

 必要消防水利等 

(第 25 条、第 26 条、

第 27 条) 

【担当課】予防課 

・必要消防水利(消火栓又は防火水槽)の設置 

・消防活動用空地の設置及び進入路等の確保(地階を除く階数が 3 以上の建築物の場合） 

・ヘリコプターによる消防活動等に必要な施設の設置(高層建築物等の場合) 

 防災行政用同報無

線固定系子局 
(第 28 条) 

【担当】 

危機管理統括部 

防災対策担当 

・防災行政用同報無線固定系子局の設置(開発事業区域の面積が 1ha 以上の住宅の開発事業

を行う場合) 

 

 

自転車駐車場 
(第 29 条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

開発調整課 

(路政課) 

開発事業の予定建築物を建築する区域及び用途 自転車等の駐車場の規模 

開発事業区域

が自転車等放

置禁止区域に

接する場合 

共同住宅及び長屋 計画戸数 1 戸につき 1 台以上 

店舗、飲食店、診療所、児童厚生

施設その他の集客を主たる目的

とした施設(以下この表において

「商業系用途」という。) 

延べ床面積 25 ㎡ごとに 1 台以上 

事務所その他の集客を主たる目

的としない施設(以下この表にお

いて「事業系用途」という。) 

延べ床面積 40 ㎡ごとに 1 台以上 

開発事業区域

が自転車等放

置禁止区域に

接して いな い

場合 

共同住宅及び長屋 計画戸数 1 戸につき 1 台以上 

商業系用途及び事業系用途 延べ床面積 40 ㎡ごとに 1 台以上 

備考 自転車等放置禁止区域は、相模原市自転車等の放置防止に関する条例第 8 条の 

    規定による自転車等放置禁止区域をいう。 

 

公園等の面積＝開発事業区域の面積の 3％ 

自主管理広場の面積＝計画人口×3 ㎡ 

※ただし、最大を開発事業区域の面積の 6％とする。 

※計画人口は、計画戸数 1 戸につき 3 人として計算する。(ワンルーム形式住宅にあっては、計

画戸数 1 戸につき 1 人として計算する。) 

※周辺に相当規模の公園が存する場合の自主管理広場の設置緩和基準は、公園の設置緩和 

基準の図解のとおり。 



 
  自動車駐車場 

(第 30 条) 

【担当課】 

開発調整課(路政課) 

予定建築物の用途が商業系用途の場合：延べ床面積 200 ㎡ごとに 1 台以上設置 

※商業系用途とは、相模原市建築物における駐車施設の附置に関する条例(別表備考 1)の規定による。 

※駐車場法第 3 条第 1 項に規定する駐車場整備地区外に計画する場合とする。(駐車場整備地区内

にあっては、別途基準あり。) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【担当課】 

建築政策課 

【参考】… 予定建築物の用途が住宅系用途の場合：以下のとおり。 

※相模原市特定建築物の建築に係る自動車の保管場所の確保に関する条例の規定(住戸又は住室

が 21 以上となる特定建築物の新築・増築等)による。 

※特定建築物とは、共同住宅、寄宿舎、下宿、長屋等をいう。 

用途地域 保管場所の確保の基準 

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、 

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地域、 

第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域 

50％ 

近隣商業地域 40％ 

商業地域 30％ 

準工業地域、工業地域 50％ 

備考 この表において、保管場所の確保の基準とは、住戸又は住室の数に対する保管場所に

保管できる自動車の台数の割合を百分率で表したものをいう。 

※津久井地域(旧 4 町の区域)にあっては、上記の表にかかわらず住戸又は住室の数以上の台数を設置。 

 緑化施設 

(第 31 条) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【担当課】 

水みどり環境課 

津久井地域環境課 

 

開発事業区域の存する区域又は地域 
予定建築物等の敷地面積に占める 

緑化施設の面積の割合 

都市計画法(以下この表において「法」という。)第 7 条

に規定する市街化区域であって首都圏近郊緑地保全法

第 3 条に規定する近郊緑地保全区域 

100 分の 20 

法第 7 条に規定する市街化調整区域であって首都圏近

郊緑地保全法第 3 条に規定する近郊緑地保全区域 
100 分の 30 

法第 7 条に規定する市街化調整区域 

100 分の 20 
法第 29 条第 1 項第 1 号に規定する区域区分が定めら

れていない都市計画区域であって用途地域以外の地域 

法第 29 条第 2 項に規定する都市計画区域外の区域 

用途地域のうち、近隣商業地域及び商業地域 

100 分の 10 

(うち 100 分の 5 までは予定建築物の

屋上に設置することができる。) 

上記以外の用途地域 

第一種低層住居専用地域、第二種低層住居専用地域、

第一種中高層住居専用地域、第二種中高層住居専用地

域、第一種住居地域、第二種住居地域、準住居地域、準

工業地域、工業地域及び工業専用地域 

100 分の 10 

※上記の表の割合は、緑化施設率(緑化施設の面積が予定建築物等の敷地面積に占める割合)を指すもの。なお、

緑化施設の面積には、公園等は含まない。 

※緑被率(緑被面積が予定建築物等の敷地面積に占める割合)≧緑化施設率とする。なお、緑被面積とは、樹冠に

よる投影面積をいう。 

 集会所等 

(第 32 条) 

 

 

 

【担当課】 

開発調整課 

①50 戸以上の共同住宅(ワンルーム形式住宅を除く。)：集会所又は集会室の設置 

 

 

 

②300 戸以上の一戸建ての住宅：集会所用地の確保 

 防犯灯(第 36 条) 

【担当課】 

各区役所 

各まちづくりセンター 

防犯灯の設置の有無、設置箇所等については、地元自治会と協議。 

 

  

集会所又は集会室の床面積＝計画戸数×0.6 ㎡(小数点以下の端数は切り捨て) 

※当該床面積は、有効面積（壁等で囲まれた内法面積）とし、100 ㎡を超えるときは、100 ㎡

とする。 

（お問い合わせ先） 
相模原市役所 開発調整課  

〒252-5277 相模原市中央区中央２丁目１１番１５号 第１別館４階 

電話（直通） 

０４２－７６９－８２５１ 、０４２－７６９－８２５０ 


